
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○H30年度：

○R元（H31）年度：

主な財源 実施方法
H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

予算事業名

県単等 その他 市町村 市町村 市町村 市町村

主な財源 実施方法
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源 ○Ｈ30年度：　生活保護法に規定する要保護者及び要保護者
に準ずる程度に困窮している準要保護者に対して学用品費等
の費用を補助する等就学援助を行った。

市町村 市町村 県単等 ○R元（H31）年度：　生活保護法に規定する要保護者及び要
保護者に準ずる程度に困窮している準要保護者に対して学用
品費等の費用を補助する等就学援助を行う。

 担当部課【連絡先】 教育庁教育支援課 【098-866-2711】

２　取組の状況（Do）

予算事業名 要保護・準要保護児童生徒就学援助事業

実施主体 市町村

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

　経済的理由によって就学困難となっている小・中学校の児童及び生徒の教育機会の
格差解消を図り、義務教育の円滑な実施を図るため、生活保護法に規定する要保護者
及び要保護者に準ずる程度に困窮している準要保護者に対して学用品費や学校給食
費等の費用を補助するなどの就学援助を行う。

H29 H30 R元（H31） R2（H32） R3（H33）

主な取組 要保護・準要保護児童生徒就学援助事業 実施計画記載頁 376

対応する
主な課題

①県民所得の低さや高い失業率、新たに明らかとなった子どもの貧困問題等を背景に、依然として家庭の経済状況が厳しく、就学が困難となる幼児児童生徒
及び学生が年々増加傾向にあることから、これら就学が困難な子どもたちに対する教育の機会均等を図るため、就学援助制度や給付型を含めた奨学金制度
の拡充などの就学支援の充実に努める必要がある。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(2)-ア 教育機会の拡充
施 策 ①　教育に係る負担軽減と公平な教育機会の確保

施策の小項目名 ○就学継続が困難な生徒等に対する支援

要保護・準要保護児童生とを対象とした学用品費等の支援



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

平成30年度の取組改善案 反映状況

①全国都道府県教育長協議会等を通して、国に対して十分な財政措置について引き続
き要請していく。

②他自治体の取組状況を共有し、意見交換を行い制度が効果的に実施できるよう、市
町村担当者会議を引き続き開催する。

③新入学児童生徒学用品費等の入学前支給など、制度の拡充や周知徹底にあたって
は、子どもの貧困対策推進交付金の活用を促すとともに、県教育委員会においても、引
き続き全県的な広報活動を実施する。

①全国都道府県教育長協議会等を通して、国に対し、対象者数の増加等も含め、市区
町村の対象者数に見合った十分な財政措置等について要請した(平成30年７月)。

②平成30年９月に市町村担当者連絡会議を開催し、他自治体の対象費目や単価、周
知方法及び他県自治体の先進事例等を紹介し、就学援助事業の改善を促した。

③16市町村が、新入学児童生徒学用品費等の入学前支給の実施し、県教育委員会に
おいても、当該基金を活用し、CMの放送やリーフレットを配布する等全県的な周知事業
を行った。

　各市町村において、経済的理由によって就学困
難となっている小・中学校の児童及び生徒34,134
人に対し、学用品費等に係る就学援助を実施。
また、CMの放送やリーフレットを配布するなど全
県的な周知広報を実施した。教育機会の格差解
消が図られ、義務教育の円滑な実施が図られた
ことから順調と判断。

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

― ― ― ― ― ―

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)

H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

― ― ― ― ― ―

活動指標名 要保護・準要保護児童生とを対象とした学用品費等の支援 H30年度 H30年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H26年度
　生活保護法に規定する要保護者及び要保護者
に準ずる程度に困窮している準要保護者（計
34,134人）に対して学用品費や学校給食費等の
費用を補助するなどの就学援助を行った。

29,198人 29,539人 31,185人 34,134人
34,134人

(H29)
― 100.0%

0 順調

H27年度 H28年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・他自治体の取組状況を共有し、意見交換を行い制度の適切な実施を促していくため、市町村担当者会議を引き続き開催する。

・新入学児童生徒学用品費等の入学前支給など、制度の拡充や周知徹底にあたっては、子どもの貧困対策推進交付金の活用を促すとともに、県教育委員会においても、引き
続き全県的な広報活動を実施する。

○内部要因 ○外部環境の変化

・市町村単独事業として実施されている、準要保護者への就学援助について、市町村間
で 援助費目や認定基準、周知方法、手続方法等に差が生じている。

・本県の児童生徒数は減少傾向にあるものの、準要保護の対象者数は増加傾向で推
移しており、生活に困窮する世帯が増えていることが推察される。
・沖縄県小中学生調査中間報告で、貧困世帯の約６％が就学援助制度を知らなかった
と回答しており、前回調査と比較して大幅に減少してはいるものの、未だに制度を知ら
ない世帯が存在する。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・実施主体である市町村において、全保護者に対する就学援助制度の周知の徹底並びに手続方法の簡素化等の改善を図る必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部要因の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R元（H31）年度：

○H30年度：
主な財源 実施方法

H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

予算事業名

県単等 補助 380,173 314,535 129,111 19,562

主な財源 実施方法
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源 ○H30年度：　勉学意欲がありながら経済的理由により修学困
難な生徒を対象に奨学金を貸与した。（貸与人数1676人）

19,146 19,874 県単等 ○R元（H31）年度：　勉学意欲がありながら経済的理由により
修学困難な生徒を対象に奨学金を貸与する。（貸与見込人数
1878人）

 担当部課【連絡先】 教育庁教育支援課 【098-866-2711】

２　取組の状況（Do）

予算事業名 高等学校等奨学事業

実施主体 県、国際交流・人材育成財団

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

　教育の機会均等を図るため、勉学意欲がありながら経済的理由により、修学困難な高
校生に対し、奨学金を貸与し支援する。
　実施については、他の奨学事業も実施している財団法人沖縄県国際交流・人材育成
財団が実施し、県はそれを補助することにより、窓口の一本化、効率化を図る。

H29 H30 R元（H31） R2（H32） R3（H33）

2,514人
貸与人数

主な取組 経済的に修学困難な高校生等に対する奨学金事業 実施計画記載頁 315

対応する
主な課題

①県民所得の低さや高い失業率、新たに明らかとなった子どもの貧困問題等を背景に、依然として家庭の経済状況が厳しく、就学が困難となる幼児児童生徒
及び学生が年々増加傾向にあることから、これら就学が困難な子どもたちに対する教育の機会均等を図るため、就学援助制度や給付型を含めた奨学金制度
の拡充などの就学支援の充実に努める必要がある。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(2)-ア 教育機会の拡充
施 策 ①　教育に係る負担軽減と公平な教育機会の確保

施策の小項目名 ○就学継続が困難な生徒等に対する支援

経済的に修学困難及び成績要件を満たした高校生等への奨学金の貸与



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

平成30年度の取組改善案 反映状況

①県ホームページ等の利活用や市町村教育委員会等の協力も得ることにより、大学等
を含めた奨学金情報の提供に努め、奨学金を必要とする生徒に情報が伝わるよう取り
組んでいく。

②適正な債権管理を行い、奨学金の返還率向上に努めるとともに、返還猶予制度の見
直し等を検討する。

①県のホームページや広報誌・テレビ等を活用し、大学等を含めた奨学金情報の提供
に努めた。また、様々な団体が実施する奨学金情報の一覧を作成しホームページに掲
載し、奨学金を必要とする生徒等が簡単に情報を取得できるよう取り組んだ。

②適正な債権管理を行うため、債権回収についてサービサーを活用し、滞納者につい
て、法的措置も含め返還率向上に努めた他、返還猶予制度の拡充について、国際交
流・人材育成財団と意見交換を行った他、他都道府県の状況把握に努めた。

　当初見込んでいた貸与人数2,514人に対して、
平成30年度は申請者が減少したため計画より少
ない1,676人に奨学金を貸与した。よって進捗は、
やや遅れと判断。
　平成26年度より開始された返還不要の「奨学の
ための給付金」の実施以後、奨学金貸与者は
年々減少傾向にあるが、要件を満たす貸与希望
者全員を奨学生として採用することができてお
り、低所得世帯における生徒も修学の継続が可
能となった。

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)

H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 貸与人数 H30年度 H30年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H26年度
　学業等に優れた生徒や勉学意欲がある生徒
で、経済的な理由により修学困難な高校等に通う
生徒1,676人に対し貸与を行った。

3,186人 2,935人 2,499人 2,079人 1,676人 2,514人 66.7%

19,146 やや遅れ

H27年度 H28年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・奨学金を必要とする学生達が情報を検索しやすくするためホームページ等の改訂を行う。併せて、奨学金の返還率向上のため、ホームページの改訂により猶予制度等の返済
に関する支援措置の周知を強化する。

・九州各県等の奨学金返還猶予制度等の情報収集等を実施した上で、滞納率の改善のため、返還猶予制度の拡充について、意見交換及び検討を進める。

○内部要因 ○外部環境の変化

―

・依然として雇用・経済情勢は厳しいことから、奨学金の返還が困難な者が多数存在し
ていると思われる。
・平成26年度に返済不要の「奨学のための給付金」事業が開始されて以降、奨学金の
新規応募者の減少傾向が顕著になっている。また、給付額も拡大された。
・モノレールで通学している高校生に対し、通学費の助成が平成29年度より開始された
他、一人親家庭の高校生についても、バスの通学費の助成が開始された。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・奨学金の実施主体である沖縄県国際交流・人材育成財団のホームページが見づらいとの外部からの意見もあることから、奨学金を必要とする学生達が利用しやすいホーム
ページ改定の必要がある。

・日本学生支援機構が奨学金の返済に関して、定額返済の他、所得に連動した返還方式を選択できるようになった。県内の高校生に対する奨学金についても、経済的な理由に
よる滞納の実態が依然としてあるため、返還猶予制度の拡充・検討が必要である。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部要因の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R元（H31）年度：

○H30年度：
主な財源 実施方法

H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

予算事業名

県単等 直接実施 ― ― 7,644 26,777

主な財源 実施方法
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源 ○H30年度：　H31年度に進学する奨学生25名を決定し、入学
支度金を給付するとともに、H29年度及びＨ30年度進学者50
名へ月額奨学金を給付した。

47,660 71,138 県単等 ○R元（H31）年度：　R2年度に進学する奨学生25名を決定し、
入学支度金を給付するとともに、進学中の75名へ月額奨学金
を給付する。

 担当部課【連絡先】 教育庁教育支援課 【098-866-2711】

２　取組の状況（Do）

予算事業名 県外進学大学生支援事業

75人 100人 125人 150人

実施主体 県

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

　能力があるにもかかわらず経済的な理由で県外進学が困難な県内高等学校等生徒
の県外難関大学等への進学を促進し、大学等進学率の改善を図るとともに、本県にお
けるグローバル人材の育成を促進していくため、給付型奨学金制度を創設し、奨学生の
採用及び給付を行う。

H29 H30 R元（H31） R2（H32） R3（H33）

50人
支援人数累計

主な取組 県外進学大学生支援事業 実施計画記載頁 377

対応する
主な課題

①県民所得の低さや高い失業率、新たに明らかとなった子どもの貧困問題等を背景に、依然として家庭の経済状況が厳しく、就学が困難となる幼児児童生徒
及び学生が年々増加傾向にあることから、これら就学が困難な子どもたちに対する教育の機会均等を図るため、就学援助制度や給付型を含めた奨学金制度
の拡充などの就学支援の充実に努める必要がある。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(2)-ア 教育機会の拡充
施 策 ①　教育に係る負担軽減と公平な教育機会の確保

施策の小項目名 ○就学継続が困難な生徒等に対する支援

県外難関大学等へ進学する学生を支援



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

平成30年度の取組改善案 反映状況

①平成31年度進学者向けの奨学生募集に係る事務については、これまでの課題を改善
して募集要項等へ反映させる。

②引き続き、各給付型奨学金制度の趣旨や要件等の整理を行い、進学希望者が自分
に合った制度を選択できるよう、学校に対して情報提供を行っていく。

①進学先の大学等が実施する他奨学金との併給を認めることとした。また、進級時の
適格認定について、一定の緩和措置を設けることとし、募集要項等へ反映した。

②本奨学金の周知については、日本学生支援機構と合同で学校進路担当者向けの給
付型奨学金説明会を実施し、県内全高校生等へチラシ配布を行った。
　また、給付型を含む他奨学金の主なものについて、一覧表にまとめてホームページに
掲載した。

　奨学金給付人数は、平成30年度末現在の奨学
生採用者数計75人となっており、計画値の上限
に達し、取組は順調に進捗している。
　これにより、経済的に県外進学が困難な学生75
人の進学・修学を支援することができた。活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

― ― ― ― ― ―

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)

H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

― ― ― ― ― ―

活動指標名 支援人数累計 H30年度 H30年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H26年度
　平成30年度進学者については、年間を通して
50人全員に月額奨学金を給付した。また、平成
31年度進学者については、書類・面接等選考に
より内定者等を決定し、奨学生を新たに25人を採
用し、入学支度金を給付した。

― ― 25人 50人 75人 75人 100.0%

47,660 順調

H27年度 H28年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・平成32年度進学者向けの奨学生募集に係る事務については、これまでの課題事項を改善して給付要綱等へ反映させる。
　
・平成32年度に予定されている高等教育の無償化に関し、国の制度の組み合わせ及び各給付型奨学金制度の趣旨や要件等の整理を行い、進学希望者が自分に合った制度を
選択できるよう、学校に対して情報提供を行っていく。

○内部要因 ○外部環境の変化

・平成30年度に進級者の適格認定等の事務が実施された。事業実施の中で、遂行状況
報告や精算の手続が受給者の作業負担となっている状況が明らかになってきており、奨
学金給付の趣旨目的を損なわないよう負担軽減を図ることが課題である。

・平成29年度から国による全国制度の給付型奨学金が実施されている。また、平成32
年度に予定されている高等教育の無償化に関し文部科学省において制度設計が行わ
れている。このため、今後、国の制度とどのように組み合わせていくかが課題である。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・新規奨学生募集に係る事務については、前年度までの実施状況を検証し、課題を整理を行う必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部要因の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R元（H31）年度：

○H30年度：

― ― ― ― ― ―

主な財源 実施方法
H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

予算事業名 ―

県単等 直接実施 ― 10,954 36,788 43,805

主な財源 実施方法
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源 ○H30年度：　所長以下、舎監10名、事務職員４名、合計15名
の職員を配置し、同センターの運営を行った。

49,309 58,510 県単等 ○R元（H31）年度：　所長以下、舎監10名、事務職員４名、合
計15名の職員を配置し、同センターの運営を行う。

 担当部課【連絡先】 教育庁教育支援課 【098-866-2711】

２　取組の状況（Do）

予算事業名 島児童生徒支援センター一般管理運営費

120人

実施主体 県

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

　高校のない離島出身者の経済的負担の軽減を図るとともに、離島振興に資するため、
高校進学する際の生徒の寄宿舎（学生寮）としての機能及び小・中・高校生の交流機能
を併せ持つ、離島児童生徒支援センターを管理運営する。

H29 H30 R元（H31） R2（H32） R3（H33）

100人
支援センター

入寮者数

主な取組 離島児童生徒支援センターの管理運営 実施計画記載頁 377

対応する
主な課題

②広大な海域に散在する多くの離島で構成される本県では、離島に住む世帯を中心に教育活動や進学等に際し、多大なコストがかかるなど構造的な課題を抱
えていることから、家庭や生徒の負担を軽減する必要がある。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(2)-ア 教育機会の拡充
施 策 ①　教育に係る負担軽減と公平な教育機会の確保

施策の小項目名 ○進学・教育活動等に係る負担軽減

県立離島児童生徒支援センターの管理運営



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

平成30年度の取組改善案 反映状況

①市町村に対し地域の実情や家庭環境等に応じた適切な順位付け方法のさらなる検討
を依頼する。

②引き続き、教員免許を持った職員を配置し、勤務体制を工夫することにより、生徒が寮
で生活する時間帯は複数の職員で指導ができるよう取り組むほか、他の高校併設寮等
の運営状況も参考にして、効果的、効率的な運営が行う。

①平成30年11月に関係市町村との担当者会議を開催し、地町村における選考の適切
な実施をお願いした。

②教員免許を持った舎監を10名配置することで、生徒が寮内で生活する夕方から夜に
かけては、２名の舎監が同時に勤務する体制とするなど、効率的な生活指導を行える
よう運営を行った。

　平成30年度は、29年度から入寮している生徒に
加え、39名の新入生を迎え入れたことで寮生数
が109名へと大きく増加し、計画に近い入寮数を
概ね達成した。寮においては、舎監による日々の
生活指導が行われているほか、離島関係団体の
交流室の利用もあり、高校のない離島から安心
して高校進学することができるとともに、離島交
流の拠点となる施設として役割を果たしている。

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)

H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名 支援センター入寮者数 H30年度 H30年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H26年度
　平成30年5月1日現在高校のない離島出身者を
中心に109名の生徒が入寮しており、保護者の経
済的負担の軽減が図られている。

― 16人 64人 90人 109人 120人 90.8%

49,309 順調

H27年度 H28年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・舎室に空きがある場合は、対象地域を広げて募集することで、安定的な運営を行う。

・引き続き、教員免許を持った職員を配置し、勤務体制を工夫することにより、生徒が寮で生活する時間帯は複数の職員で指導ができるよう、運営していくほか、他の高校併設
寮等の運営状況も参考にして、効果的、効率的な運営が行う。

○内部要因 ○外部環境の変化

・１年生については、定員の関係で女子10名が入寮できない結果となったが、前年度と
比較すると半数程度になっている。

・入寮した生徒や保護者が安心して勉学し、高校に送り出せる施設となることを第一の
目的とし、運営を行う必要がある。

・入寮対象となる小規模離島においても少子化が進む中、継続的な受け入れ、運営方
法等について検討を行う必要がある。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・引き続き、関係離島市町村等との意見交換等の場を設定し、連携を密にしながら事業を推進していく必要がある。

・市町村のみならず、他の高校併設寮等と情報を共有することを通して、より効果的な運営方法について検討する。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部要因の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R元（H31）年度：

○H30年度：
主な財源 実施方法

H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

予算事業名

県単等 補助 25,613 25,390 27,110 27,011

主な財源 実施方法
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源 ○H30年度：　高校未設の離島出身の高校生521人を対象に、
居住や通学に要する経費を支援した。

26,922 31,740 県単等 ○R元（H31）年度：　高校未設置の離島出身の高校生を対象
に、居住や通学に要する経費を支援する。（529人を予定）

 担当部課【連絡先】 教育庁教育支援課 【098-866-2711】

２　取組の状況（Do）

予算事業名 離島高校生修学支援事業

実施主体 県、市町村

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

　高校のない離島出身の高校生を対象に、通学や居住に要する経費を支援することに
よって、保護者の経済的・精神的負担の軽減を図る。また、離島の条件不利性を克服し
て、離島住民が安心して生活し働くことができる持続可能な地域社会の形成につなげ
る。

H29 H30 R元（H31） R2（H32） R3（H33）

主な取組 離島高校生修学支援事業 実施計画記載頁 320

対応する
主な課題

②広大な海域に散在する多くの離島で構成される本県では、離島に住む世帯を中心に教育活動や進学等に際し、多大なコストがかかるなど構造的な課題を抱
えていることから、家庭や生徒の負担を軽減する必要がある。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(2)-ア 教育機会の拡充
施 策 ①　教育に係る負担軽減と公平な教育機会の確保

施策の小項目名 ○進学・教育活動等に係る負担軽減

高校未設置離島出身の生徒を対象に居住費、通学費を支援



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

平成30年度の取組改善案 反映状況

①制度の充実を図るため、市町村へ直接赴き、関係資料の確認や実施状況を確認し、
必要があれば、実施方法の改善等を促す。

②補助対象経費拡大等についても他県と連携し、九州地方教育長協議会等をとおして、
文部科学省に引き続き要望する。

①事業を実施している市町村へ赴き、関係資料や実施状況を確認し、実施について改
善が必要な箇所については指導を行った他、他市町村の状況について情報提供を行っ
た。

②平成30年７月に、九州地方教育長協議会を通して、文部科学省に補助対象経費の
拡大等について要望を行った。　また、同月、全国都道府県教育長協議会、教育委員
協議会においても、国の施策並びに予算に関する要望として、離島高校生修学支援の
補助対象及び経費の拡充について要望を行った。

　高校未設置離島出身の生徒の保護者の経済
的・精神的負担の軽減に大きく寄与することがで
き、離島の条件不利性を克服して、離島住民が
安心して生活し働くことができる持続可能な地域
社会の形成につながっている。
　また、要件を満たしている生徒全てに補助を
行っている。

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)

H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名
高校未設置離島出身の生徒を対象に居住費、通
学費を支援

H30年度 H30年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H26年度
　高校未設置の離島出身の高校生521人（15市
町村）を対象に、居住や通学に要する経費を支
援した。

支援の実施 支援の実施 支援の実施 支援の実施 支援の実施 ― 100.0%

26,922 順調

H27年度 H28年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・制度の充実を図るため、状況調査が未実施の関係市町村へ直接赴き、関係資料の確認や実施状況を確認し、必要があれば、実施方法の改善等を促す。

・補助対象経費拡大等についても他県と連携し、九州地方教育長協議会等をとおして、文部科学省に引き続き要望する。

○内部要因 ○外部環境の変化

・独自の支援制度を実施している離島市町村があるため、県が実施している補助制度の
導入について意見交換等を行っていく必要がある。

・補助対象経費の拡大については、国に要望しているものの、いまだ実現には至ってい
ないが、保護者が学校の行事や面談等に参加するための交通費等、経済的負担は広
範囲に及ぶため、保護者の経済的負担は大きく、補助対象経費の拡充が求められてい
る。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・各市町村で定めている支給規則等について、適切な実施の確認及び、改善余地の有無について確認を行うことにより、制度の充実を図り、要件を満たす全ての生徒に対し確
実な支援を行うことができる。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部要因の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R元（H31）年度：

○H30年度：

― ― ― ― ― ―

主な財源 実施方法
H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

予算事業名 ―

県単等 補助 ― 42,164 44,314 49,964

主な財源 実施方法
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源 ○Ｈ30年度：　離島生徒の県中学校総合体育大会派遣に際
し、保護者の負担軽減を図るため、県中学校体育連盟を通し
て935名の派遣費補助を行った。

42,164 75,757 県単等 ○R元（H31）年度：　離島生徒の県中学校総合体育大会派遣
に際し、移動コストがかかることから、保護者の負担軽減を図
るため、派遣費補助を行う。

 担当部課【連絡先】 教育庁保健体育課 【098-866-2726】

２　取組の状況（Do）

予算事業名 学校体育団体補助事業

実施主体 県

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

　団体予約の航空運賃がＳＥ運賃（学校研修割引運賃）として認められない現状がある。
　そのため、離島生徒の中体連等大会派遣に際し、移動コストがかかることから、負担
軽減を図るため派遣費補助等の支援に取り組む。

H29 H30 R元（H31） R2（H32） R3（H33）

主な取組 離島教育活動派遣支援事業 実施計画記載頁 372

対応する
主な課題

③また、離島・へき地においては、地理的要因などによる人口の偏在性により複式学級が多いなど、教育環境・機会に課題があることから、情報通信技術の活
用や地域・民間団体等と連携した教育環境・機会の充実を図る必要がある。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(2)-ア 教育機会の拡充
施 策 ①　教育に係る負担軽減と公平な教育機会の確保

施策の小項目名 ○進学・教育活動等に係る負担軽減

教育諸活動にかかる県内外への派遣支援



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

平成30年度の取組改善案 反映状況

①ＳＥ運賃が適用できず、現在、団体予約の手配で対応しているが、さらなる派遣費の
負担軽減の方策等について、学校体育関係団体等と連携を図る。

②離島を抱える他県の保護者負担軽減措置状況等を把握し、今後の方策を検討するた
め各市町村等との情報共有等を図る。

①県大会における航空便の手配で学校単位で予約等が可能かどうかについて、学校
体育関係団体と調整を行ったが、確実に大会へ参加するため、今後も団体予約を行う
こととなった。
②県中学校体育連盟へ補助金を交付し、離島から県中学校総合体育大会に参加する
生徒に派遣費を助成した。また、各市町村単位で沖縄振興特別推進交付金を活用して
行われている負担軽減事業が手厚い状況もあり、その制度を損ねないよう、すみ分け
が必要なため、中学校体育連盟を介して、各市町村及び各学校等における補助金等の
実態把握を行い、その適正な執行に努めた。また、九州学校体育担当係長会議の配布
資料及び各県担当者との情報交換等より、一部地域の事例等の把握を行い拡充のた
めの参考とした。

　離島地区保護者の負担軽減を図るため、離島
から県中学校総合体育大会へ参加する生徒全
員に対して県中学校体育連盟を通して補助を
行っており、935名の補助対象生徒全員にもれな
く補助する事ができた。生徒派遣費の助成を行う
ことで、保護者負担の軽減を図ることができた。さ
らに、自然災害（台風等）時等への対応ができ、
大会への参加を支援することができた。

活動指標名 ― H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

― ― ― ― ― ―

活動指標名 ― H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)

H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

― ― ― ― ― ―

活動指標名 教育諸活動にかかる県内外への派遣支援 H30年度 H30年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H26年度
　中学校体育連盟の学校体育関係団体へ補助
金を交付し、離島から県中学校総合体育大会に
参加する生徒の派遣費助成を行った。

― ― ― ― ― ― 100.0%

42,164 順調

H27年度 H28年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・更なる離島地区の保護者負担軽減を図るために、学校体育関係団体への派遣費補助以外での方策等について関係部局等と連携を図る。また、各市町村及び各学校等にお
ける補助金等の実態把握を実施することで、その適正な執行を図る。

・九州学校体育担当係長会議等において、離島を抱える他県の保護者負担軽減措置状況等を把握し、今後の方策を検討するため、県内各市町村等へ情報共有等を図る。

○内部要因 ○外部環境の変化

・市町村によっては沖縄振興特別推進交付金を活用して行われている負担軽減事業が
ある。

・中学校体育連盟の大会の場合、地区予選を経て県大会出場が決まり、県大会出
場が決まってからの予約では、座席確保が間に合わない場合が予想される。その
ため、確実に大会へ参加するために、地区中学校体育連盟が事前に団体予約でま
とめて飛行機の座席を確保しなければならないため、他の割引が使えず、割高に
なっている。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・更なる離島地区の保護者負担軽減を図るために、学校体育関係団体への派遣費補助以外での方策等について各関係部局と連携を図ると共に、中学校体育連盟を介して、各
市町村及び各学校等における補助金等の実態把握を実施し、その適正な執行に努める必要がある。

・離島を抱える他県の保護者負担軽減措置状況等の把握し、今後の方策を検討する必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部要因の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R元（H31）年度：

○H30年度：

― ― ― ― ― ―

主な財源 実施方法
H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

予算事業名 ―

一括交付
金（ソフト）

直接実施 77,865 82,528 56,269 51,181

主な財源 実施方法
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源 ○H30年度：　児童数８名以上の複式学級を有する小学校33
学級のうち、27学級に非常勤講師26人を派遣した。

32,548 58,193
一括交付
金（ソフト）

○R元（H31）年度：　児童数８名以上の複式学級を有する小学
校36学級に、非常勤講師36人を派遣する。

 担当部課【連絡先】 教育庁学校人事課 【098-866-2730】

２　取組の状況（Do）

予算事業名 複式学級教育環境改善事業

実施主体 県、市町村

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

　個々の学年に応じたきめ細かな指導を実現し、複式学級の教育環境改善を図るため、
複式学級を有する小学校へ学習支援員としての非常勤講師を派遣する。

H29 H30 R元（H31） R2（H32） R3（H33）

主な取組 複式学級教育環境改善事業 実施計画記載頁 377

対応する
主な課題

③また、離島・へき地においては、地理的要因などによる人口の偏在性により複式学級が多いなど、教育環境・機会に課題があることから、情報通信技術の活
用や地域・民間団体等と連携した教育環境・機会の充実を図る必要がある。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(2)-ア 教育機会の拡充
施 策 ①　教育に係る負担軽減と公平な教育機会の確保

施策の小項目名 ○離島・へき地等の教育・学習環境の整備

８名以上の複式学級を有する小学校への非常勤講師の派遣



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

平成30年度の取組改善案 反映状況

①今後も引き続き、事務所ホームページでの非常勤講師等募集や、ハローワークへの
求人募集、非常勤講師経験者・退職教員・その他教員免許保持者への依頼等の取り組
みを実施するとともに、地域と連携を図り、他地域、他校種等の希望者にも非常勤講師
を引き受けることができないか働き掛ける。

①非常勤講師確保のため、地域と連携を図りながら、以下の取り組みを実施した。
　・事務所ホームページでの臨任等募集
　・ハローワークへの求人募集
　・過去の履歴書をもとに直接電話依頼
　・本務教員の配偶者（教員免許保持者）への依頼
　・他地域、他校種での臨任等希望者への依頼
　・学校（学校長）からの情報提供

　平成30年度の対象学級は33学級あり、そのうち
27学級へ派遣しており、概ね順調となっている。
　未派遣が生じた要因は、未派遣の６学級全て
が離島所在の学校となっており、人材の確保が
できなかったことによるものである。
　派遣した27学級については、きめ細かな指導の
実施や教材準備・研究の改善、児童の理解・集
中力の向上等、非常勤講師の配置によって学習
環境の改善が図られている。

活動指標名 ― H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

― ― ― ― ― ―

活動指標名 ― H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)

H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

― ― ― ― ― ―

活動指標名
８名以上の複式学級を有する小学校への非常勤
講師の派遣

H30年度 H30年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H26年度
　児童数８名以上の複式学級を有する小学校33
学級のうち、27学級に非常勤講師26人を派遣し
た。

― ― ― ― 81.8% 92.5% 88.4%

32,548 概ね順調

H27年度 H28年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・今後も引き続き、事務所ホームページでの臨任等募集や、ハローワークへの求人募集、臨任経験者・退職教員・その他教員免許保持者への依頼等の取り組みを実施するとと
もに、地域と連携を図り、転入して来る人材の情報を積極的に収集していく。

○内部要因 ○外部環境の変化

―
・非常勤講師の採用について、離島・へき地においては教員免許保持者の絶対数が少
なく、人材の確保が困難である。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・離島・へき地では臨任経験者や退職教員の情報だけでなく、地域の市町村教育委員会や各教育事務所と連携を図り、早い段階から転入してくる人材のうち教員免許状保持者
であるかといった情報も収集する必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部要因の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R元（H31）年度：　館外用協力図書を5,941冊購入する。離
島の図書館司書・司書教諭等を対象とする研修等を３回開催
する。離島の学校訪問を24回行う。

○H30年度：　館外用協力図書を6,144冊購入した。離島の図
書館司書・司書教諭等を対象とする研修等を２回開催した。
(2月末現在)

一括交付
金（ソフト）

直接実施 ― 13,512 14,404 17,289 12,786 18,647
一括交付
金（ソフト）

主な財源 実施方法
H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

予算事業名 離島読書活動充実事業

県単等 直接実施 14,494 14,494 14,105 14,420

主な財源 実施方法
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源 ○H30年度：　移動図書館24回実施、一括貸出を25,623冊、協
力貸出を1,077冊行った。読み聞かせ講座、講演会等を10回
実施した。

13,131 17,199 県単等 ○R元（H31）年度：　移動図書館41回実施、一括貸出を47,000
冊、協力貸出を2,300冊行う。読み聞かせ講座・読書講演会等
を10回実施する。

 担当部課【連絡先】 教育庁生涯学習振興課 【098-866-2746】

２　取組の状況（Do）

予算事業名 離島読書活動支援事業

実施主体 県

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

　離島の図書館未設置町村を含め、県内全域に等しく図書館サービスを提供するため、
支援事業として移動図書館や一括貸出に取り組む。

H29 H30 R元（H31） R2（H32） R3（H33）

主な取組 離島読書活動支援事業 実施計画記載頁 372

対応する
主な課題

③また、離島・へき地においては、地理的要因などによる人口の偏在性により複式学級が多いなど、教育環境・機会に課題があることから、情報通信技術の活
用や地域・民間団体等と連携した教育環境・機会の充実を図る必要がある。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(2)-ア 教育機会の拡充
施 策 ①　教育に係る負担軽減と公平な教育機会の確保

施策の小項目名 ○離島・へき地等の教育・学習環境の整備

移動図書館による児童生徒への読書サービスの支援

38箇所

移動図書館

実施回数



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

平成30年度の取組改善案 反映状況

①離島の小規模公共図書館（渡名喜村、多良間村）において移動図書館等を実施す
る。

②離島、へき地等へ支援を行うプログラムを持つ他の機関との連携を深め、取組を充実
させる。

③離島等の図書館未設置町村の教育委員会と連携を深め、地域の図書館設置の機運
を高める。

①離島の小規模公共図書館において各１回、移動図書館を実施することができた。
(渡名喜村　貸出人数17人、貸出冊数91冊　多良間村　貸出人数56人、貸出冊数387
冊)

②沖縄子どもの国、沖縄美ら海水族館、OIST、GODAC等、離島地域で科学関連の
ワークショップなど教育普及プログラムを実施する機関と連携し、取組を充実させること
でできた。
(移動図書館実施回数24回のうち、9回で連携してワークショップ等を実施した。)

③図書館未設置町村の教育委員会や学校司書による県立図書館訪問や、県立図書館
職員による学校図書館等訪問により、相互の連携を深め、地域の読書活動を支援する
ことができた。

　移動図書館の実施回数については、新館移転
作業のため一時休館したことにより計画値38回
に対し、実績値24回で進捗状況としてはやや遅
れとなった。
　次年度以降は新館も開館したため、計画通りに
サービスを実施する予定である。
　計画値は下回ったが、離島等での移動図書館
等の実施により、読書サービスの充実が図られ
た。

活動指標名 ― H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

― ― ― ― ― ―

活動指標名 ― H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)

H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

― ― ― ― ― ―

活動指標名 移動図書館実施箇所数 H30年度 H30年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H26年度
　離島等の図書館未設置町村において、移動図
書館・一括貸出・協力貸出等による住民への読
書サービスの支援を行った。また、移動図書館、
一括貸出に使用する館外協力用図書の充実を
図った。

38箇所 37箇所 41箇所 40箇所 24箇所 38箇所 63.2%

25,917 やや遅れ

H27年度 H28年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・移動図書館において、子ども向け教育普及プログラムや大人向けの取組(子育て・健康・医療関連等)を実施し、利用者ニーズの拡大を図る。
・図書館未設置離島町村において読書活動の拠点となる学校図書館や公民館図書室を訪問し、業務相談や情報提供等を行い、地域の主体的な読書活動の支援を行う。
・一括貸出、協力貸出について、研修会や移動図書館等で周知を行い、またパンフレットの配布等を行い利用の促進を図る。

○内部要因 ○外部環境の変化

・離島、へき地に対する教育普及プログラムを行う団体が構成する組織(ALLやんばるま
なびのまちプロジェクト)と県立図書館との連携を深めたことが、取組を充実させる起因と
なった。

・離島の小規模公共図書館(渡名喜村、多良間村)においても、地域の公共図書館と比
べ、最新の図書を多く揃えている移動図書館を住民が要望していることで多いため、移
動図書館のニーズが高まっている。
・新館へ移転したことで、図書館未設置町村における教育委員会職員及び学校司書に
よる県立図書館への訪問が多くなった。また、移動図書館時に県立図書館職員による
学校図書館訪問等を積極的に行った。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・移動図書館においては、子ども向け教育普及プログラムはもちろんのこと、大人向けの取組(健康・医療関連等)なども積極的に取り入れ、更なるニーズの拡大を図る必要があ
る。
・図書館未設置離島町村において読書活動の拠点となっている学校図書館や公民館図書室との連携を深め、業務相談等を行うことにより、地域の主体的な読書活動を補助す
る必要がある。
・県内全域に等しく読書サービスを提供するため、一括貸出、協力貸出について、利用の少ない市町村や当該地域の団体に向け、周知を図る必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部要因の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R元（H31）年度：

○H30年度：
主な財源 実施方法

H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

予算事業名

県単等 委託 17,195 14,544 13,734 10,480

主な財源 実施方法
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源 ○H30年度：　回線切り替えをH30年8月に行い、超高速回線
未整備の地域への整備を進めた。

10,660 9,480 県単等 ○R元（H31）年度：　超高速回線未整備の地域への整備計画
の協議を継続する。

 担当部課【連絡先】 教育庁教育支援課 【098-866-2711　】

２　取組の状況（Do）

予算事業名 県立学校インターネット推進事業

81.4% 87.6% 93.8% 100%

実施主体 県、市町村

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

　県立学校内におけるネットワークを効果的に活用するため、離島・へき地における情報
通信環境の整備として、超高速回線によるインターネット接続への切り替えの推進を図
る。
※超高速回線とは30Mbps以上。

H29 H30 R元（H31） R2（H32） R3（H33）

75.3%
超高速イン
ターネット接続

主な取組 離島・へき地における情報通信環境の整備 実施計画記載頁 377

対応する
主な課題

③また、離島・へき地においては、地理的要因などによる人口の偏在性により複式学級が多いなど、教育環境・機会に課題があることから、情報通信技術の活
用や地域・民間団体等と連携した教育環境・機会の充実を図る必要がある。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(2)-ア 教育機会の拡充
施 策 ①　教育に係る負担軽減と公平な教育機会の確保

施策の小項目名 ○離島・へき地等の教育・学習環境の整備

教育用ＰＣ等の整備・通信回線の高速化



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

　インターネットを活用した生徒の学力向上を図
ることなどを目的に県立学校については県が、市
町村立学校については市町村が通信料等を負
担している。平成30年度は、200Mbpsから1Gbps
への超高速回線の更なる高速化を図るための移
行工事を行った。

平成30年度の取組改善案 反映状況

①平成29年度において超高速回線が未整備である辺土名高校、伊良部高校、宮古特
別支援学校に関しては、通信事業者に対して回線敷設を要望していく。
②平成30年8月の回線契約切り替え時に、回線速度の仕様見直しを行い、県全域の回
線高速化を行う。
③学校における教育の情報化の実態等に関する調査（文部科学省）を基に、離島市町
村に対して回線速度に関する情報提供・意見交換を行うことで、回線高速化を推進す
る。

①辺土名高校・伊良部高校・宮古特別支援学校については、周辺地域にて超高速回線
が未整備のため、回線を超高速化できていないが、次のとおり調査・改善を図った。
②辺土名高校では、末端の端末における回線速度調査を行ったところ、現在のADSL回
線網でも十分な速度（理論値21mbps）を得ている。
③平成30年度に宮古島上野地区で、超高速ブロードバンドが整備され、今年度城辺、
池間地区にてサービスが開始される予定、令和２年度に狩俣、伊良部地区でサービス
開始予定である。八重山地区に関しては、石垣島北東部の地区で一部超高速化されて
いない地区がある。

　離島過疎地域における超高速インターネット接
続率は、離島海底ケーブルが未整備箇所がある
ため、計画値81.4%に対して、実績値63.2%(H29年
度)で計画値には届いていないが着実に増加して
いる。今後離島海底ケーブルの敷設により、実績
値が伸びることが予想される。

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)

H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

活動指標名
超高速インターネットの接続率（離島へき地の学
校における超高速回線校数/離島へき地の学校
数）

H30年度 H30年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H26年度

60.0% 62.3% 63.1% 63.2%
63.2%

(H29年度)
81.4% 77.7%

10,660 概ね順調

H27年度 H28年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・平成30年度において超高速回線が未整備である辺土名高校、宮古特別支援学校に関しては、通信事業者に対して回線敷設を要望していく。
・学校における教育の情報化の実態等に関する調査（文部科学省）を基に、離島市町村及び関係機関に対して回線速度に関する情報提供・意見交換を行うことで、回線高速化
を推進する。

○内部要因 ○外部環境の変化

・沖縄県の高速インターネット接続率は、離島へき地を多く抱えているため、県立学校の
ほか市町村立の小中学校を含む公立学校全体では、平成29年度学校における教育の
情報化の実態等に関する調査（平成30年3月）で、昨年度より12.1ポイント上昇し、92.2％
となったが、全国39位（47都道府県中）という下位グループに位置する。

・平成28年10月に、本島と周辺離島を繋ぐ海底光ケーブルが施設され、既存の海底光
ケーブルと合わせることで、本島と周辺離島の回線がループ化された。今後は、離島・
へき地においても、更に点から面への整備に広がることにより、情報通信環境が改善さ
れる。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・海底光ケーブルの施設により、地域の光通信のインフラ整備や光通信サービスの整備状況を注視すると共に、超高速回線サービスが接続されていない残り３校の超高速回線
への移行に対応していく必要がある。

・文部科学省が超高速回線の基準を変更（現在30mbps→100mbps）する事を検討しており、新しい基準に対応できる環境について検討する必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部要因の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R元（H31）年度：

○H30年度：

― ― ― ― ― ―

主な財源 実施方法
H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

予算事業名 ―

― ― ― ―

主な財源 実施方法
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源 ○H30年度：　県立図書館の移動図書館、一括貸出、協力貸
出サービスを図書館未設置町村の社会教育関連施設におい
て実施した。

― ― ○R元（H31）年度：　引き続き、移動図書館等のサービスを図
書館未設置町村の社会教育関連施設で実施するとともに、既
存施設への図書館機能整備を促進する。

 担当部課【連絡先】 教育庁生涯学習振興課 【098-866-2746】

２　取組の状況（Do）

予算事業名 ―

53.3%

実施主体 県、市町村

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

　既存の公民館等における図書館機能を整備する。県立図書館の移動図書館、一括貸
出、協力貸出サービスを図書館未設置町村の社会教育施設において実施し、図書館機
能をもつ施設の整備に向けた気運を醸成する。

H29 H30 R元（H31） R2（H32） R3（H33）

26.7%
整備率

主な取組 図書館機能を持つ社会教育施設の整備 実施計画記載頁 377

対応する
主な課題

③また、離島・へき地においては、地理的要因などによる人口の偏在性により複式学級が多いなど、教育環境・機会に課題があることから、情報通信技術の活
用や地域・民間団体等と連携した教育環境・機会の充実を図る必要がある。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(2)-ア 教育機会の拡充
施 策 ①　教育に係る負担軽減と公平な教育機会の確保

施策の小項目名 ○離島・へき地等の教育・学習環境の整備

既存の公民館等に図書館機能を整備



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

平成30年度の取組改善案 反映状況

①図書館未設置町村において、「沖縄県子ども読書指導員」を活用するなど、読書環境
の充実に向けて積極的に取組を行う。

②図書館未設置であるが公民館等に図書室が設置されている町村に対して、実態把握
や機能充実に向けての支援を行う。

①「子ども読書指導員」のリストを関係機関に配布し、活用の促進を図った。また、移動
図書館開催時、準備する本の冊数増加、外部講師の読み聞かせや読み聞かせ講座、
読書講演会等を行うことで、内容の充実を図った。

②公民館等に設置されている図書室を協力貸出を行う拠点施設としての整備を進める
とともに、利活用を図るため、一括貸出の上限を100冊増加させた。

　図書館機能をもつ社会教育施設の整備は、特
に離島町村の場合には財源確保等の問題があ
り、なかなか進まない状況にあるが、既存施設へ
図書館機能を整備する取組を継続して行ってお
り、順調である。活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

― ― ― ― ― ―

活動指標名 既存の公民館等に図書館機能を整備 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)

H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

― ― ― 機能整備実施 機能整備実施 ― 100.0%

活動指標名 図書館機能を持つ社会教育施設の整備（離島） H30年度 H30年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H26年度
　県立図書館の移動図書館、一括貸出、協力貸
出サービスを図書館未設置町村の社会教育関
連施設において実施した。また、既存施設への図
書館機能の整備を進めた。

26.7% 26.7% 26.7% 26.7% 26.7% 26.7% 100.0%

0 順調

H27年度 H28年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・図書館未設置町村において、「沖縄県子ども読書指導員」を活用するなど、読書環境の充実に向けた取組を継続して行う。
・図書館未設置であるが公民館等に図書室が設置されている町村に対して、協力貸出の拠点施設としての参加を促し、機能の整備･充実を図る。

○内部要因 ○外部環境の変化

・図書館機能をもつ社会教育施設の整備は各町村の事業であるが、その実現に向けて
はそれぞれ様々な問題を抱えているため、なかなか進まない状況である。

・図書館や書店など身近に読書に親しむことができない地域が離島・へき地地域に集中
しており、読書環境の格差が年々広がっている。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・各町村の中で図書館機能をもつ施設整備に向けた気運が高まるような取組を更に充実する必要がある。
・図書館未設置であるが公民館等に図書室が設置されている町村において、機能の整備・充実がなされるよう、更に支援する必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部要因の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R元（H31）年度：　補助事業を実施予定。

○H30年度：　平成30年度から補助事業を実施。

県単等 補助 ― ― ― ― 4,111 4,900 県単等

主な財源 実施方法
H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度

予算事業名 義務教育未修了者（戦中戦後混乱期）学習支援事業

一括交付
金（ソフト）

委託 21,593 20,457 13,024 3,952

主な財源 実施方法
H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元（H31）年度 平成30年度活動内容と令和元年度（平成31年度）の活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源 ○H30年度：　―

― ― ○R元（H31）年度：　―

 担当部課【連絡先】 教育庁義務教育課 【098-866-2741】

２　取組の状況（Do）

予算事業名 戦中戦後の混乱期における義務教育未修了者支援事業

実施主体 県

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

　戦中戦後の混乱のために義務教育を修了できなかった者のうち、学習機会の提供を
希望する者の学習支援の要望に対応するため、対象者の実態把握を行うとともに、対象
者に応じた学習支援を実施した。

H29 H30 R元（H31） R2（H32） R3（H33）

主な取組 義務教育未修了者（戦中戦後混乱期）学習支援事業 実施計画記載頁 378

対応する
主な課題

②広大な海域に散在する多くの離島で構成される本県では、離島に住む世帯を中心に教育活動や進学等に際し、多大なコストがかかるなど構造的な課題を抱
えていることから、家庭や生徒の負担を軽減する必要がある。

「主な取組」検証票

施策展開 5-(2)-ア 教育機会の拡充
施 策 ①　教育に係る負担軽減と公平な教育機会の確保

施策の小項目名 ○義務教育等未修了者支援

民間教育機関へ

委託し、未修了者

を対象にした学

習支援の実施

戦中戦後の混乱期における、義務教育未修了者へ学習の機会を提供する事業

所に対する補助の実施



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

平成30年度の取組改善案 反映状況

①本事業を平成27年度から段階的に縮小し、平成29年度末をもって終了する。

②今後、平成29年度に教育委員会内に設置した「公立中学校夜間学級等設置検討委
員会」にて、夜間中学の設置等を含めて検討を継続していく。

①平成29年度末をもって委託事業を終了した。

②「公立中学校夜間学級等設置検討委員会」において、夜間中学の設置等を含めて検
討を行った。

　学習支援実施人数は、平成24年度から平成29
年度までの卒業生が41名に達し、学習機会の提
供を行うことができたことから、「順調」と判断。
　今後、平成29年度に教育委員会内に設置した
「公立中学校夜間学級等設置検討委員会」にて、
夜間中学の設置等を含めて検討を継続していく。

活動指標名 H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

活動指標名
戦中戦後の混乱期における、義務教育未修了者
へ学習の機会を提供する事業所に対する補助の
実施

H30年度

実績値

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 実績値(A) 計画値(B)

H29年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

― ― ― ― 実施 実施 100.0%

活動指標名
戦中戦後の混乱期における、義務教育未修了者
へ学習の機会を提供する事業所に対する補助の
実施

H30年度 H30年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H26年度
　戦中戦後の混乱期において義務教育を修了で
きなかった者の内、学習機会を希望する者へ学
習支援を実施した。

28人 29人 9人 2人 ― ―

4,111 順調

H27年度 H28年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・今後、平成29年度に教育委員会内に設置した「公立中学校夜間学級等設置検討委員会」にて、夜間中学の設置等を含めて検討を継続していく。

○内部要因 ○外部環境の変化

―

・平成28年12月に「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保
等に関する法律」が成立し、義務教育未修了者等への施策推進が示された。

・平成30年8月月27日 初中局長通知30文科初第739号文部科学省通知でより一層の夜
間夜間中学の設置を含む就学の機会の提供等のより一層の推進を図るよう通達され
た。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・戦中戦後の混乱期のために義務教育を修了できなかった方々を含む、義務教育未修了者や不登校等によるいわゆる形式卒業者、不登校にある学齢の児童生徒等、法律の
趣旨に照らしてさまざまな対象者の幅広いニーズを把握し、検討することが必要である。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部要因の変化）


